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Abstract The term “Sharing Economy” has become commonly known as a result of increased use of smartphones 
and the Internet among the general public. However, the term is not clearly defined, and there are many analogous 
terms which describe similar concepts. This paper ascertains the actual state of the Sharing Economy in Japan 
through a survey and analysis of white papers referring to the Sharing Economy. It concludes with key insights on 
how the Sharing Economy could influence the next generation. 








界的な市場規模は 2013 年の 150 億ドルから，2025
年には 3350 億ドルになると予測される一方で 1），
国内における 2018年度の市場規模は 1兆 8,874億円
にのぼり，2030 年度には 5 兆円にも 11 兆円にも増
加するという 2）。また，経済産業省によると，2019
年の個人間における電子商取引の市場規模は前年比
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Table 1 White papers studied in this paper 
管轄省庁と政府刊行物（白書等）の名称（通称） 報告を規定している法令 
内閣官房「水循環白書」 水循環基本法第 12条 
人事院「公務員白書」 国家公務員法第 24条 
内閣府「年次経済財政報告（経済財政白書）」  
内閣府原子力委員会「原子力白書」  
内閣府「防災白書」 災害対策基本法第 9条第 2項 
内閣府「子ども・若者白書」 子ども・若者育成支援推進法第 6条 
内閣府「少子化社会対策白書」 少子化社会対策基本法第 9条 
内閣府「高齢社会白書」 高齢社会対策基本法第 8条 
内閣府「障害者白書」 障害者基本法第 13条 
内閣府「交通安全白書」 交通安全対策基本法第 13条 






内閣府国家公安委員会警察庁「犯罪被害者白書」 犯罪被害者等基本法第 10条 
内閣府個人情報保護委員会「年次報告」 個人情報の保護に関する法律第 79 条 
内閣府金融庁「金融庁の 1年」  
内閣府消費者庁「消費者白書」 消費者基本法第 10条の 2 
復興庁「東日本大震災からの復興の状況に関する報告」 東日本大震災復興基本法第 10条の 2 
総務省「地方財政白書」 地方財政法第 30条の 2 
総務省「情報通信白書」  
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総務省公害等調整委員会「公害紛争処理白書」 公害等調整委員会設置法第 17条 
総務省消防庁「消防白書」  
法務省「犯罪白書」  
法務省・文部科学省「人権教育・啓発白書」 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第 8条 
法務省「再犯防止推進白書」 再犯の防止等の推進に関する法律第 10条 
外務省「外交青書」  
外務省「開発協力白書」  




厚生労働省「自殺対策白書」 自殺対策基本法第 11条 
厚生労働省「過労死等防止対策白書」 過労死等防止対策推進法第 6条 
農林水産省「食料・農業・農村白書」 食料・農業・農村基本法第 14条第 1項・第 2項 
農林水産省「食育白書」 食育基本法第 15条 
農林水産省「農林水産省年報」  
農林水産省林野庁「森林・林業白書」 森林・林業基本法第 10条第 1項・第 2項 
農林水産省水産庁「水産白書」 水産基本法第 10条第 1項・第 2項 
経済産業省「通商白書」  
経済産業省「ものづくり白書」 ものづくり基盤技術振興基本法第 8条 
経済産業省「経済産業省年報／通商産業省年報」  
経済産業省特許庁「特許行政年次報告書」  
経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書」 エネルギー政策基本法第 11条 
経済産業省中小企業庁「中小企業白書」 中小企業基本法第 11条 
経済産業省中小企業庁「小規模企業白書」 小規模企業振興基本法第 12条 
国土交通省「国土交通白書」  
国土交通省「土地白書」 土地基本法第 11条第 1項・第 2項 
国土交通省「首都圏整備に関する年次報告（首都圏白書）」 首都圏整備法第 30条の 2 
国土交通省「日本の水資源の現況」  
国土交通省「交通政策白書」 交通政策基本法第 14条第 1項・第 2項 
国土交通省 海難審判所「レポート海難審判」  
国土交通省運輸安全委員会「運輸安全委員会年報」  




環境省「環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書」 環境基本法第 12 条第 1 項・第 2 項・循環型社会形成推
進基本法第 14 条第 1 項・第 2 項・生物多様性基本法第
10条第 1項・ 第 2項 
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Table 2 White papers featuring the term 
白書等    年 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19 ’20 
経済財政白書 × × × 〇 〇 〇 未 
消費者白書 × × × 〇 〇 〇 〇 
地方財政白書 × × × × 〇 〇 〇 
情報通信白書 × 〇 〇 〇 〇 〇 (〇) 
科学技術白書 × × × × 〇 〇 〇 
通商白書 × × 〇 〇 〇 〇 〇 
ものづくり白書 × × 〇 〇 〇 〇 〇 
中小企業白書 × × × 〇 〇 〇 (〇) 
エネルギー白書 × × × × × × 〇 
国土交通白書 × × × 〇 〇 〇 〇 
土地白書 × × × (〇) (〇) (〇) 〇 
 
Table 3 White papers featuring related terms 
白書等    年 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19 ’20 
小規模企業白書 × × × × 〇 × × 
観光白書 × × 〇 〇 〇 〇 〇 
独占禁止白書 × × 〇 〇 〇 〇 〇 
警察白書 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
個人情報保護委員会 × × × × 〇 〇 〇 
金融庁の 1年 〇 〇 〇 〇 〇 〇 未 
犯罪白書 × × 〇 〇 〇 〇 未 
人権教育・啓発白書 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
食料・農業・農村白書 × × × 〇 〇 〇 〇 
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